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特集・健康長寿社会における健康支援―アクティブシニアを目指して―

健康長寿社会における身体活動と健康
―「ふじさわプラス・テン」の取り組みを通して―

小　　熊　　祐　　子＊1	 齋　　藤　　義　　信＊2

1 ．身体不活動はpandemic　　　　　　　　
～身体活動の健康上の効果と世界的に高い
不活動者の割合～

身体不活動（physical inactivity、いわゆる運動不
足）が大きく着目されてきた。１ ）－ ６ ）これは、身体活動
量が不足している人が非常に多いことと、不活動が健
康上多くの悪しき疾病や状況を引き起こすこと、また
その予後を悪くすることが、多数の疫学研究で証明さ
れ、エビデンスがはっきりとしていることに因る。地
球レベルで考えた際に、介入の可能性も視野に入れた
上で、影響が大きい重要な課題といえる。

2 ．日本の現状、健康づくりのための　　　　
身体活動基準・指針

日本でも超高齢社会において、身体活動不足は社会
的な問題である。2013年 ３ 月に厚生労働省が策定した

「健康づくりのための身体活動基準2013」では、身体
活動と健康に関するエビデンスの現状をまとめた上
で、何をどれだけ行ったらいいのか、基準を示してい
る。“65歳未満の成人では中等度以上の強度の身体活
動を １ 日合計で60分以上、65歳以上の高齢者では、強
度は気にしなくていいので １ 日合計で40分以上”とい
うのが目安である。

さらに、「健康づくりのための身体活動指針（アク
ティブガイド）」では、わかりやすいメッセージを届
けることに主眼をおいて、“プラス・テン（10分でも多
くからだを動かすことで、健康寿命を伸ばそう！）”

ということを強調している。このメッセージは、身体
活動と健康上の利益との関係には量反応関係があるこ
とに着目しており、現在不活動の人には、実行までの
ハードルが低く行いやすい行動になることを期待して
いる。

またポピュレーションアプローチとして、すべての
人が10分ずつ身体活動を行う量が増えれば、平均値は
確実に上にシフトし、集団全体への効果が期待でき
る。そこで、アクティブガイドでは、対象となる方
の身体活動実施状況・準備状況を踏まえて、「1.気づ
く！」「2.始める！」「3.達成する！」「4.つながる！」
の ４ つのステージに分けたメッセージを提示している

（図－1）。

3 ．ふじさわプラス・テンからみえてきた効果

われわれ慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究
科・スポーツ医学研究センターでは、藤沢市と慶應義
塾大学湘南藤沢キャンパスの協力協定（2009年10月）を
基盤に、市民の身体活動増加を図るべく、市の健康増
進課、藤沢市保健医療財団と連携して、調査・介入を
行ってきた。2013年度からは健康上の課題が多いと考
えられた13行政地区のうち ４ 地区を対象に、特に60歳
以上の高齢者をターゲットとして、身体活動増加のた
めにアクティブガイドを活用し、“プラス・テン”を
キーメッセージとして、地域全体（ポピュレーション）
への多面的介入（コミュニティワイドキャンペーン）を
２ 年間実施した。これは図－2に示したロジックモデル
に基づき、情報提供・教育機会提供・環境整備といっ
た多面的・多レベルの介入を行政組織、住民組織、医
療関連組織など地域の各部門と協働して行うものであ
る。７ ）－ ９ ）
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情報提供については、チラシやポスター、リーフ
レットなどを用いて行ってきた。単に全戸配布するよ
りも回覧板による案内や、意識の高い市民から他の市
民への伝達のほうが、到達度が高いことが窺えた。教
育機会の提供については、地域の自治会やサークル活
動の際に出向き、簡単な健康・身体活動講話と10分ほ
どの運動を実践するワンポイント講座を実施し、手上
げ式の運動教室では到達できない層へのアプローチ法
として有効なこと、また地域には仕組み・ツールがで

きれば身体活動の継続実施を行い得る潜在的なコミュ
ニティがあることがわかってきた。生活圏での継続的
身体活動実施グループの醸成といった環境整備が、地
域のソーシャルキャピタルの強化、生活の質の改善、
健康寿命の延伸につながると考えられた。10）

2015年度からは、全地区に拡大、コミュニティ形成
促進の介入を発展させ、地域コミュニティへのグルー
プ運動介入・評価と支援、フォローアップに注力した

（図－3）。イノベーション普及理論11）やコミュニティづ

図－1　健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）抜粋

図－3　身体活動促進のためのマルチレベル戦略

図－2　本研究のロジック
モデル　　
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身体活動の促進

生活習慣病の予防、
健康寿命の延伸

主要
評価

Ａ.情報提供（全市民）
•アクティブガイド、身体活動・運動
　の健康効果、認知症予防効果
•アクティブガイドリーフレット、回
　覧板、ホームページなど

Ｂ.情報提供（プライマ
　 リーターゲット）

•協力団体・協力者（個人）からの情報
　提供
•チラシ配布、ポスター掲示、地域紙
　投稿、健康講座など

Ｃ.地域団体らとの協働
　 による仕組みづくり

•市民センター・公民館、老人クラブ
　等の事業や会合など
•情報提供、簡単体操、体力のチェッ
　ク、認知機能チェックなど

Ｄ.小グループ研究登録・評
　 価と支援、フォローアッ
　 プ（地域団体らの協力）

•プラス・テン体操の解説と小グルー
　プ単位の実践、運動時の安全管理、
　認知機能フォロー、日常での身体活
　動支援
•継続するための仕組みづくり
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（Cavill & Bauman 2004, Baker 
et al. 2011, Kamada et al. 2013）

（コミュニティワイドキャンペーン 2015年～）
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くりに関する理論12）を応用し、地域とのつながりを介
して、身体活動の普及・継続が促進されるような戦略
を強化した。グループ運動の対象は身近かな地域で週
１ 回以上集まって運動実施するグループ（自治会、老
人クラブ、サークル活動グループなど）とした。研究
には、10グループ計192人（平均年齢75.2歳）が参加し
た。身体活動の目標量は、グループ運動を週 １ 回以
上、個人では毎日プラス・テンをすることとした。研
究班では、参加時・ ６ ヵ月後・ １ 年後・その後年 １ 回
の調査（体力、身体活動量、認知機能、アンケート）、
その後の結果説明を含めたフォローアップ、ツールの
提供（ふじさわプラス・テン体操、セルフモニタリン
グシートなど）、定期的な交流会の開催、ニュースレ
ターや研究班のウェブサイトによる情報提供などのサ
ポートを継続的に行っている。周囲へのプラス・テン
の普及も推奨した（図－4）。

最初の １ 年間では、グループ運動継続実施者（ ８ グ
ループ148人、平均年齢75.7歳）は、 １ 年後の体力（30
秒イス立ち上がりテスト、 ２ ステップテスト）の増強
が認められた。身体活動および認知機能は維持され
た。

われわれは、家族・友人他周囲の人に“プラス・テ
ン”を勧めることも併せて推奨している。 １ 年後の調
査では、家族や友人に話して勧める72％、一緒にプラ
ス・テンをする34％と、多くの参加者がなにかしらか
周囲にも勧めていた。研究参加者は、 １ 年後調査まで
に体調不良、親の介護、転居で11人が中断したが、新
たに42人が参加し、全体では21％増加した。13）

またグループ運動を継続している ２ グループ26人

（男性11人・女性15人、平均年齢74.7歳）にフォーカ
ス・グループ・インタビューを行った。定期的なグ
ループ運動を通して生じた変化（心、身体、対人関係）
やコミュニティの変化をインタビューした結果、定期
的なグループ運動が身体的・精神的・社会的にバラン
スのとれた健康につながっていることが抽出された。
さらに身近な地域の運動グループは、排他的ではなく
地域に開いたコミュニティの形成（inclusive commu-
nity）に繋がっていた。14）

交流会におけるグループワークやアンケートの結果
から、グループ活動を円滑に進めるための特徴をルー
ル（自生した規則や制度・決めごと）、ロール（ルール
に基づき自発的に担う役割）、ツール（活動に役立つ道
具や資源）の観点より抽出・整理した。その結果、グ
ループ運動の開始・継続・普及に関連するルール・
ロール・ツールに整理することができた。15）さらにこ
れらの結果を、具体的な実践例として「グループで行
う運動のすすめ方ガイド（グループ運動ガイド）」とい
う冊子にまとめた。16）そして今年度からグループ運動
の普及・継続促進事業として、市や老人クラブ連合会
でグループ運動ガイドを活用したワークショップなど
の開催を予定している。今後は地域コミュニティへの
グループ運動の普及・継続状況や本ガイドの活用状況
を把握し、評価・改善していく予定である。

ふじさわプラス・テンプロジェクトは、市長が先導
するリーディングプロジェクトの ５ つの柱の １ つとし
て市の施策に大きく取り上げられ、スケールアップし
継続中である。また行政だけでなく、例えば藤沢市老
人クラブ（124クラブ、約6,300人）も賛同し、クラブ会

図－4　運動実施小グループの追跡（図－3のＤの部分）
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員全体への質問紙調査の共同実施、今後の取り組みに
拡大している。

ふじさわプラス・テンを実行している当事者・協力
者・参加者は確実に効果を実感している。では、市全
体での効果は実際認められているのか。経時的な定量
評価が必要である。われわれはRE－AIM（Reach：到
達、Effectiveness：効果、Adoption：採用、Imple-
mentation：実施、Maintenance：継続）モデル17）を適
用し、プロセスも含めた公衆衛生上のインパクト評価
を継続的に実施している（図－5）。10）18）

2015年、４ 地区介入後の時点での評価では、主要評価
項目である身体活動量（生活活動と運動の合計時間：
分/日）は介入地区・対照地区で差がなかった（調整後
群間差（95％信頼区間、CI）：－0.02（－0.11、0.10）。
ロジックモデル（図－2）でいう行動変容の前に起こる知
識の獲得について、アクティブガイドの内容に関す
る知識は介入地区で有意に増加した（介入前3.2％⇒
２ 年後7.7％、調整後群間差（95％CI）：0.82（0.33、
1.31））。10）Bakerらのシステマティックレビュー（2015）
では、 ６ ヵ月以上の地域全体への複合的な戦略の介入
を行った研究33本の論文中、質の高い（バイアスリス
クが低い）研究は ４ 本のみであった。19）これらの研究
の介入期間は ３ 年（中央値、範囲 １ ～ ７ 年）で、住民へ
の介入の到達度が低い研究が多く、身体活動量増加の
効果は限定的と結論づけている。島根県雲南市の研
究では、 １ 年後の評価では介入に対する認知・知識
は高められたが、行動（身体活動）の変化には至らな

かった。９ ）その後 ５ 年間の介入で4.6％（95％CI：0.8
－8.8％）の身体活動量の増加が認められた。20）ロジッ
クモデルに基づき、短期的に改善しうる指標やプロセ
ス評価を含め、評価し、戦略の改善をしながら、長期
的に取り組んでいくことが重要である。藤沢市のプロ
ジェクトでは、本年度、 ５ 年後評価を実施中である。

一方で先にグループ運動についてまとめたように、
定量的検討だけでは表し得ない効果をまとめ、改良し
実践すること、一般化し他地域での応用実践可能な形
にしていくことも重要である。

おわりに

世界でも広く身体不活動状態は問題視され、優先度
の高い公衆衛生課題であると認識されているが、一向
に不活動率は改善していない。６ ）世界的な現状を受
け、この ５ 月には、WHOより、“Global Action Plan 
on Physical Activity for 2018－2030”が示された。21）

身体不活動者を2025年までに10％、2030年までに15％
減らすことを目的に、 ４ つの行動目標、①Create 
active societies　②create active environments　③
create active people　④create active systemsと エ
ビデンスのある、どの国でも適用・応用可能な20の政
策を示している。これらは2030年の持続可能な開発目
標Sustainable Development Goals（SDGs）のうち13の
領域と相互連携しており、その達成に貢献し得る。

健康やスポーツ分野だけでなく、都市計画・交通・

採用(Adoption)

実施
(Implementation)

到達 (Reach)

効果
(Effectiveness)

継続
(Maintenance)

各組織や部門の
参加率

計画の遵守具合、
実施量

どれだけ介入が
到達したか

アウトカムへの
効果

長期にわたる
受け入れと効果

•市と各地区のプロジェクトの採用 ⇒ 100%

•協働組織数（行政以外） ⇒ 20団体

•全戸配布・回覧／市広報数 ⇒ 20回／52回

•アクティブガイド配布 ⇒ 5,391枚

•講座・講習会 ⇒ 106回

•体操制作・ツール提供 ⇒ CD・DVD415枚

•広報・回覧の届いた世帯割合 ⇒ 79%

•アクティブガイド配布の人口カバー率 ⇒ 5.3%

•プロジェクトの認知割合 ⇒ 34%

•身体活動時間の変化 ⇒ 変化なし

•アクティブガイドの認知度の変化 ⇒ 知識増加
（藤沢市民無作為抽出3,000人アンケート）

•藤沢市の施策との連携(組織レベル)
⇒ 市健康増進計画(第2次)へ反映、全市展開

図－5　フェーズ １ における介入地区のRE-AIM評価：結果の概要
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アカデミアなどが協力して、社会としてシステム思考
で実施していく必要がある。このような世界的な取り
組みを意識し、地域でもその発端を担う取り組みを確
実に行っていきたいところである。
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